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研究成果の概要（和文）：資源をめぐるロシア・中国の安全保障問題では、天然ガスを中心に子会社で石油の採掘・販
売も行っている、世界有数のエネルギー総合企業ガスプロムを中心に分析を進めた。その結果、ガスの対中輸出をめぐ
って交渉が難航し、その背後に価格設定問題があることを明らかにした。
国防をめぐる分析では、ロシアの中国への武器輸出という観点からの考察を行い、ロシアからの対中武器輸出に際して
、ロシア側が高度技術の輸出に慎重であることを明らかにした。情報をめぐる安全保障問題では、サイバー空間におけ
る国際条約締結に向けて共同歩調をとり、国家レベルでのインターネット規制を正当化しようとしていることを明らか
にした。

研究成果の概要（英文）：As for security issues concerning natural resources, I analyzed a Russian large co
mpany, Gazprom. It is concluded that the way to set a formula for gas price became an issue to sign an agr
eement for the gas deal between Russia and China. Then, I analyzed export of weapons form Russia to China.
 The conclusion was that the Russian authority was careful to export high-technologies to China, such as e
ngines for airplanes. I also argued the issue about information security concerning Russia and China. Both
 countries cocoperate to conclude an international treaty to regulate syber space. After the Obama adminis
tration had begun, the US policy to syber space had changed, therefore, now there is a possibility that a 
new international rule concerning syber space can be made, cooperating with Russia, China, and the United 
States. 
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１．研究開始当初の背景 
 これまで行ってきた研究（「ロシアの権力
構造をめぐる総合的研究」［平成 15、16年度
の科学研究費］→拙著『現代ロシアの経済構
造』［論文博士号取得、慶應義塾大学出版会］、
「ロシア・中東・中央アジアにおける天然資
源をめぐる政治・経済関係の総合的研究」［17、
18年度の科学研究費］→拙著『パイプライン
の政治経済学』［法政大学出版局］、「ロシア
と中国の資源・軍需産業をめぐる総合的研
究」［19、20年度の科学研究費］→拙著『「軍
事大国」ロシアの虚実』［岩波書店］）をもと
に、これまでの研究業績を踏まえつつ、最新
の実証データに基づいてロシアと中国の比
較を行い、中長期の予測につなげる。 
 
２．研究の目的 
 ロシア・中国の安全保障（資源・国防・情
報）に関する実証研究に基づいて、安全保障
の観点から両国政府の役割を比較し、その体
制間分析をもとに、中長期予測を行うことを
目的としている。この研究は、石油・ガス・
原子力などのエネルギー安全保障および軍
需産業、さらにサイバーウォーにかかわるイ
ンターネット上の安全保障について、実証研
究し、日本政府や日本企業の中長期戦略に資
することをねらっている。中長期予測にまで
踏み込むことで、対応策の提言まで行う。 
 
３．研究の方法 
 基本的には、石油、ガス、石炭、原子力、
軍需産業にかかわる会社や政策の文献・資料
のサーベイを行うと同時に、各分野の専門家
との面談を通じて、実態に迫るという方法を
とる。 
 
４．研究成果 
(1) 資源をめぐるロシア・中国の安全保障
問題について：天然ガスを中心に子会社で石
油の採掘・販売も行っている、世界有数のエ
ネルギー総合企業ガスプロムを中心に分析
を進めた。 
 ①シェールガスの影響 
 現状の開発技術を用いて回収できる「技術
的回収可能量」でみると、世界 41 カ国のシ
ェールガスは 7299 兆立方フィート（206.7 兆
㎥）であると、米エネルギー情報局（EIA）
は 2013 年 6 月に公表した。つまり確認可採
埋蔵量に匹敵する技術的回収可能量をもつ
非在来型ガスが存在することになる。この報
告によると、シェールガスの技術的回収可能
量がもっとも多い国は中国の 1115 兆立方フ
ィート（31.57 兆㎥）で、第 2 位がアルゼン
チンの 802 兆立方フィート（22.71兆㎥）、第
3 位がアルジェリアの 707 兆立方フィート
（20.02兆㎥）、第 4 位が米国の 665 兆立方フ
ィート（18.83兆㎥）、第 5 位がカナダの 573
兆立方フィート（16.23 兆㎥）だった。ロシ
アは第9位の285兆立方フィート（8.07兆㎥）
にとどまった。ただ、しかし、実際に商業ベ

ースにのるかどうかについては、多くの地域
が不確実性に満ちている。より技術的回収可
能量を厳密に評価すると、米国で 637 兆フィ
ート（18兆㎥）、欧州で 220 兆フィート（6.23
兆㎥）、中国で 230 兆フィート（6.513兆㎥）、
オーストラリアで50兆フィート（1.416兆㎥）
になると見積もられている。このように、埋
蔵量の推計にはばらつきがあるうえ、非在来
型ガスの採掘に伴う環境問題（水圧破砕・帯
水層汚染）や地震誘発などの問題から、実際
の採掘が難しいという問題もある。しかも、
開発費が高い。 
 ガス供給については今後、非在来型ガスに
よる供給が増加する可能性が高い。すでに、
米国では海外からのLNG輸入の減少となって、
非在来型ガス採掘の増加の影響が現れてい
る。2012 年の米国の LNG 輸入量は前年比半減
の 49億㎥まで減少した（BP 統計）。パイプラ
インによる輸入も 883億㎥から 838億㎥に減
少した。天然ガスの消費量は 6265 億㎥から
6540億㎥に増加したから、非在来型ガスや米
国周辺の大陸棚で採掘されたガスが米国内
で消費され、LNG の輸入減少につながったと
考えられる。これが欧州における LNG 価格の
低迷につながり、ガスプロムの欧州向けガス
輸出に影響を及ぼしている。そればかりか、
米国はすでにLNG輸出国に転じており、今後、
さらなる LNG 輸出が見込まれている。米国で
は、総計年 1.2 億トンの LNG を輸出する生産
能力をもった、八つの LNG 輸出ターミナルの
プロジェクトが提案されている。これは、年
7700万トンのLNG輸出能力をもつカタールよ
りも大きい。カナダでは、2012 年初め、アジ
ア向け輸出のために太平洋側に二つのター
ミナルを建設することが決まった。生産能力
の合計は年 1200 万トンになる。こうした変
化は、欧州におけるロシア産ガスへの依存度
を低下させることにもつながる。旧ソビエト
圏以外（主として欧州）におけるロシア産ガ
スの市場シェアは 2009 年の 27%から 2040 年
までに約 13%まで低下するのではないかとの
予測もある。こうなれば、ロシアの欧州に対
する政治的影響力にも陰りが出てくるのは
確実だろう。2008 年 8 月 8 日から始まった、
いわゆる「5 日間戦争」およびその後のロシ
ア主導によるアブハジアおよび南オセチア
の独立に対して、欧州側が強力に反対できな
かった背後には、ロシアへのガス依存があっ
たとみる見方もある。その意味で、非在来型
ガスが及ぼす今後への影響が注目される。 
 ②ガスパイプラインによる輸出 
 ガスプロムはこれまで天然ガスをパイプ
ライン（PL）で独占的に輸出してきた。LNG
については、サハリン 2プロジェクト（6350
億㎥のガス埋蔵量のほか、1.74 億トンの原油
埋蔵量をもつ。Sakhlin Energy Investment 
Companyがオペレーターで、ガスプロムが50%
＋1 株を保有）に絡んで、わずか一つの LNG
工場が稼動しているだけだ。生産能力は年
955 万トンにすぎない。 



 ここでは、中国向けガス PL 輸送について
だけ紹介する。2007 年 9月にエネルギー省令
で承認された「中国およびアジア太平洋諸国
の市場へのガス輸出の可能性を考慮した、東
シベリアおよび極東における単一採掘・輸
送・ガス補給システムの創出プログラム」（東
方プログラム）はその後、ガスプロムに実施
のための調整が委託され、同プログラムの東
シベリア開発の中心にチャヤンダ鉱区の開
発が位置づけられた。そのガス埋蔵量は 1.24
兆㎥にのぼる。同鉱区は「戦略的鉱区」とい
うリストに入り、2008 年 4月、オークション
なしにガスプロムに譲渡された。2010 年には、
連邦地下資源利用庁はチャヤンダ開発の技
術スキームを承認していたのだが、最終的な
投資決定は 2012 年 10月になってようやく行
われた。これにより、鉱区開発および「ヤク
ーチヤ－ハバロフスク－ウラジオストク」幹
線ガス PL（「シーラ・シベリア」）の建設に“GO”
サインが出されたことになる。チャヤンダの
試掘開始は 2014 年、鉱床開発は 2017 年に予
定されている。このガス輸送には、3200km に
のぼる「シーラ・シベリア」幹線ガス PL の
建設が計画されており、輸送能力は年 610 億
㎥で、2017 年の稼働が計画されている。他鉱
区で採掘されるガスもこのPLに接続される。
PL は東シベリア・太平洋石油 PL に沿って敷
設することで、経費節減をはかる。2013 年 3
月、習近平中国共産党中央委員会総書記が訪
ロした際、ガスプロムと CNPC はロシア産ガ
スの中国への PL 供給プロジェクト協力分野
での相互理解議定書に署名した。これは、「東
方ルート」として「シーラ・シベリア」ルー
トを活用して中国へのガス供給を行う覚書
を意味している。6 月には、同ルート向け大
径パイプの入札も実施済みで、同年夏にも、
30 年契約が締結される見通しだったが、実際
には本契約は遅れている。2018 年に供給が開
始される計画である。当初、年 380億㎥、そ
の後600億㎥まで供給量を増やすことも検討
中だ。2013 年末までの正式契約が計画されて
いたが、2014 年 5月に予定されているプーチ
ン大統領の訪中時に最終契約が締結される
ことになる見通しだ。 
 石油、石炭、核燃料については割愛するが、
石炭については、拙稿「ロシア石炭企業の統
合問題」がある。 
(2) 国防をめぐるロシア・中国の安全保障
問題について：ロシアの中国への武器輸出と
いう観点からの考察を行った。ロシアの武器
輸出には、政府系の「ロシア国防輸出」（ROE）
が行うものと、輸出許可をもつその他の個別
企業・組織が行うものに大別できる。いずれ
も軍事技術協力主体というステイタスを政
府から許可されなければならない（ROE の親
会社であるロシアテクノロジーもこのステ
イタスをもっている）。ROE はこれまで国営企
業として位置づけられてきたから、ROE は事
実上、ロシア政府と外国政府ないし外国企業
との取引を意味している。後者は、ロシアの

企業と外国政府ないし外国企業の取引を意
味しているが、上記の許可によって政府の厳
しい管理下で武器輸出に従事することにな
る。後者は 2011 年実績では、22 企業・組織
にのぼった。主として設計や軍事品の生産者
であり、部品、ユニット、組み立て部品の輸
出や、以前に供与した技術の海外サービスに
従事するにすぎない。2011 年に、ミサイル製
造メーカーの科学生産合同・機械製作がベト
ナムへの輸出に絡んで、自社単独によるサー
ビス提供免許を取得したため、21 社から 22
社に増加したものだ。この二つの取引の推移
をみると、プーチン政権下で武器輸出は順調
に増加傾向をたどってきた。ROE 分だけで、
2006 年に 53億ドルに達した。ただ、2006 年
の場合、輸出量は 2005 年並みで、武器価格
の上昇が輸出高をかさ上げしている。2010 年
の ROE による武器輸出額は 87 億ドルとされ
ているが、86億ドルという見方もある。2011
年の武器輸出額は 132 億ドルで、計画の 116
億ドルを上回った。このうち、ROE の輸出分
が 107 億ドル（表 6 では、109 億ドル）にの
ぼり、残りの 25 億ドルは部品やサービスを
海外に提供する免許をもった 22 企業・組織
によって行われた。輸出の仕向け地の構成を
みると、インドが全体の 25%、アルジェリア
が 15%、ベトナムが 10%ほどであった。2012
年の武器輸出総額は 140 億ドルだった。その
うち、ROE は 113.4 億ドルだった。2011 年に
ROE が締結した、新しい武器輸出契約は 80 億
ドルを下回った。リビアやイラン向けの武器
輸出ができなくなったことが響いている。こ
の結果、将来、長期的には武器輸出が減少す
る可能性が高まっている。2012 月 9 月現在、
400 億ドルと見積もられており、うち ROE 分
は 360 億ドルだった。2012 年の武器輸出のう
ち、79 億ドルの国別輸出構成をみると、イン
ド へ の 輸 出 が 40% 、 ア ル ジ ェ リ ア
（Su-30MKI(A), 8 機や 2 基の防空システム
S-300）が 14%、ベトナム（Su-30MK2V, 8 機
や監視船 2隻）が 10%、中国（後述）、アゼル
バイジャン（装甲車 BTR-80 など）、ベトナム
が 5%だった。具体的な武器輸出対象をみると、
航空機関連が 5割を占め、ついで防空システ
ムが 14%だった。ただし、ロシア国防輸出の
イサイキン社長が明らかにしたところによ
ると、同社の 2012 年の中国向け武器・軍事
技術輸出契約額は 21 億ドルで、全体（176 億
ドル）の 12%を占めた。これは 2011 年に比べ
て 2.5 倍に膨らんだことになる。2012 年の武
器輸出契約は 156 億ドルとなった。2011 年の
36.9 億ドルに比べると、大幅に回復したこと
になる（表7とは数値が異なることに注意）。
156.1 億ドルの受注契約残高の国別構成比を
みると、インドがトップの 47%で、ついでイ
ラクが 27%、中国が 12%、ベトナムが 5%だっ
た。他方で、別の数値もある。プーチンは 2013
年 4月になって、軍事技術協力問題に関する
委員会で、2012 年の武器輸出が契約ベースで
152 億ドルであったことを明らかにした。



2011 年に比べて 12%の増加にあたるという。
受注契約残高は 463 億ドルにのぼるとされ、
随分、数値が異なっている。ロシアの航空機
メーカーは現在、中国のライバルメーカーと
競合関係にある。2005 年 2月、ロシア国防輸
出（ROE）は中国に航空機エンジン RD-93、100
基を 2 億 3800 万ドルで供給する合意を締結
した。それを開発したのは、ペテルブルクの
クリモフ記念工場で、量産はチェルヌイシェ
フ記念モスクワ機械製作企業（アバロンプロ
ムの 100%子会社である統合エンジン製造コ
ーポレーションに属している）で行われてい
る。エンジンは中国がパキスタンに輸出する、
戦闘機 JH-17（FC-1）に使われる。契約には、
第三国へのエンジンの再輸出を禁止する条
項があった。2006 年末、中国側に 15 基の
RD-93 が最初に納入された。このころ、中国
とパキスタンの政府は戦闘機 JH-17（FC-1）、
150 機の納入契約をすでに締結していた。ロ
シア政府とインド政府との間には、パキスタ
ンへの軍事技術供与を禁止する合意が締結
されていたから、この中国とパキスタンの合
意は、ロシア製エンジンが中国経由でパキス
タンに輸出されるというセンセーショナル
なものであった。それだけでなく、2007 年 6
月には、パキスタンの航空機工場が JF-17 の
製造に着手した。2008 年からは、部品や設備
の約 50%を自ら製造し、残りを中国から輸入
して組み立てることになった。これに対して、
ロシア政府はエンジンの再輸出禁止という
契約に違反しているとして激昂した。ただ、
フランスのように、パキスタンに最新兵器を
販売する一方で、インドにも軍事技術協力を
している国もある。JF-17（FC-1）はロシア
がインドに輸出している Su-30MKI よりも旧
式の戦闘機でもあるため、結局、ロシアの連
邦軍事技術協力局は中国がロシア製エンジ
ン RD-93 をパキスタン、ナイジェリア、バン
グラディシュ、サウジアラビア、エジプト、
アルジェリアに再輸出することを許可した。
この JF-17（FC-1）は MiG-29 のライバルにあ
たる。このため、エジプトでは、MiG-29 と
JF-17（FC-1）がしのぎを削っている。2009
年に MiG-29 と JF-17（FC-1）はミャンマーへ
の納入で激突した。前者の価格は 1機約 3500
万ドルに対して、後者の価格は 1000 万ドル
ときわめて安価であるという特徴がある。ロ
シアは5億ユーロ分だけミャンマー政府と契
約できたにすぎない。ついで、ロシアは 2010
年春、32 機までの MiG-29 を輸出する交渉を
エジプトと行ったが、同じころ、エジプトは
JF-17（FC-1）の製造メーカーとも輸入交渉
に入ったが、エジプトではロシア側は契約に
こぎつけることができなかった。加えて、
JF-17（FC-1）をパキスタンで共同生産する
交渉さえ開始されているという（Комме
рсантъ, Jul. 5, 2010）。こうした状
況から、2008 年 12 月から航空機ホールディ
ング会社・スホイ社長とミグ社長を兼務する
ポゴシャンは 2010 年夏、連邦軍事技術協力

局と ROE に対して、100 基の RD-93 を JF-17
（FC-1）向けに中国に供給する新しい契約を
締結しないように書簡で求めた。2005 年の
100 基の契約段階で、別に 500 基の RD-93 の
供給に関する枠組み協定が締結されていた
ため、この新しい契約はこの枠組み協定の一
環ということになる。だが、ロシア側の中国
に対する警戒感は強まっており、契約が実際
に調印されるかどうかは不透明だ。JF-17
（FC-1）は MiG-29 の類似機だが、中国には
ほかにも、Su-27 をコピーした J-10、Su-30
をまねた J-11、Su-33 をウクライナからの
T10K とともにコピーした J-15、Su-30MK2 を
まねたJ-16がある。2011年8月の情報では、
中国の第五世代戦闘機と呼ばれている J-20
がロシアのミコヤン 1.44 ステルス機と類似
していることがわかった。2010 年 9月、メド
ヴェージェフ大統領（当時）は中国を訪問し、
胡錦濤国家主席（当時）と会談するなど、対
中協力関係は石油やガス、原子力関連などで
進展をみた。だが、軍事協力については目立
った協力関係は結ばれなかった。それほど、
ロシアは対中軍事協力に警戒心をいだいて
いると指摘できる。2010 年 10 月には、防空
ミサイルシステム、 S-300 に関する技術関連
情報を取得しようとして買収をはかった中
国人がロシア国内で逮捕され、2011年10月、
起訴された。こうした逆風が吹いていたなか
で、2012 年になって、中国との間で久しぶり
に大型武器輸出の商談がまとまりかけてい
ることが明らかになった。48 機の Su-35 を輸
出するもので、40 億ドルもの巨額の契約にな
る見込みだった。ただ、実際に契約締結まで
至るかどうかはまだ判然としない。2013 年 2
月、モスクワの軍事専門家から情報収集した
ところでは、24 機の Su-35 について、2012
年に相互理解議定書が結ばれたが、価格は未
定だという。ほかに、非原子力潜水艦アムー
ル、2 隻の供給および 2 隻の中国でのライセ
ンス製造の可能性がある。2012 年の対中大型
商談としては、52 機のヘリコプターMi-17 が
7 億ドル、航空機エンジン AL-31 が 6 億ドル
で契約に至ったという。別の情報では、ウラ
ン・ウデにある航空機工場で製造されている
Mi-17E、55 機を納入する契約が 2012 年 7 月
に締結された。取引額は 6億ドル強。同じ情
報源によると、2012 年 2月、以前、納入され
た戦闘機 Su-27/30 向けに 140基の AL-31F を
納入する契約が締結された。取引額は約 7億
ドル。ほかにも、2012 年には、J-10、J-11、
Su-27/30 向けに 24 基のエンジン D-30KII-2
と 60 基強の AL-31F/FN が供与された。2012
年初め、ROE は 140 基の航空機エンジン
AL-31F（中国に納入された Su-27 や Su-30 の
エンジン交換向けや中国の J-11 や J-16 向
け）を納入する契約を中国国防省と締結した。
7 億ドル規模の取引になる。実は、中国との
間には、2011 年初めに 150 基の AL-31F、夏
に 123 基の AL-31FN（イスラエルとロシアの
支援のもとに開発されている J-10 向け）、秋



に 184 基の D-30 KP-2（Il-76 のエンジン交
換向けや中国の新型輸送機 Y-20 向け）を納
入する計画も結ばれていた。AL-31 はロシア
のサリュート社が製造する。民間航空機につ
いても、中国はライバルになりつつある。
2008 年に設立された中国商用飛機有限責任
公司（Commercial Aircraft Corporation of 
China, COMAC）は、COMAC 919 という、後述
する SSJ や MS-21 のライバル機を 2016 年に
も稼働させる計画だ。2014 年の初飛行を予定
している。公式情報によると、COMAC 919 の
開発には、300 億元（44 億ドル）が見込まれ
ているが、2000 億元（293 億ドル）もの資金
を 投 じ る と い う 見 方 も あ る 。     
MS-21 の開発費は 1900 億ルーブル（約 67.8
億ドル）だから、中国の力の入れようはきわ
めて大きい。COMAC 919 は基本的に 168 席な
ので、150-212 席の MS-21 とより強いライバ
ル 関 係 に あ る 。 前 者 の 飛 行 距 離 は
3700-5500km で、MS-21 は 5000-5500km を予
定している。COMAC はカナダの Bombardier と
戦略的パートナーシップの関係にある。実は、
ロシア側はロシアと共同で民間機製造を働
きかけたことがあるが、中国側に拒絶された
という経緯がある。 
(3) 情報をめぐるロシア・中国の安全保障
問題について：2011 年 9 月、ロシア・中国・
ウズベキスタン・タジキスタンは、国連総会
に「情報安全保障のための国際行動規範」を
共同提案した。ロシアは、「分散型サービス
拒否」（Distributed Denial of Service, 
DDoS）攻撃と呼ばれるもので「サイバー攻撃」
を行ってきたとされている。首謀者がコンピ
ューター・ウィルスを不特定の人々のコンピ
ューターに感染させ、感染したコンピュータ
ーが特定の日時に標的となるコンピュータ
ーのサーバーなどに一斉にアクセスするも
のである。ゆえに、たとえあるサイバーオペ
レーションがある国家にあるサイバーイン
フラを使ってなされたとしても、そのオペレ
ーションがその国家に帰属するものだとい
う十分な証拠とはなりえない。DDoS 攻撃はエ
ストニアやグルジアに対する攻撃が有名で
ある。2008 年 8月 9日、グルジア政府は大統
領のウェブサイトを含む重要な政府のイン
ターネットサービスを米国にあるチューリ
ップ・システムズ（TSHost）に移した。その
後も、モスクワやサンクトペテルブルクから
の DDoS 攻撃が TSHost のサーバーにもつづけ
られた。前日には、グルジア政府は外務省や
政府のニュースサイトをグーグルのブログ
スポットに移動していた。つまり、グーグル
や TSHost は米国政府の承認や関与を受けな
いままグルジアを支援したことになる。これ
は、米国のサイバー上の中立性を危険にさら
す出来事であった。1907 年のハーグ条約では、
交戦国が同国の陸軍ないし海軍と情報交換
するために中立国領内に無線局ないしその
他の設備をつくることを禁止している。当時、
ロシアとグルジアは交戦状態にあったから、

グルジアの米国内でのウェッブサイト立ち
上げはこの規定に違反していたとみること
もできる。ただ、DDoS 攻撃の主体の帰属先は
不明であり、ロシア政府と米国政府がこの問
題で対立することはなかった。中国について
は、2010年1月、グーグルがオーロラ（Aurora）
と呼ばれる攻撃を中国から受けたことが有
名である。中国政府と関連した者たちによる
サイバー攻撃とみられている。2011 年 3 月、
Google の e-mail である Gmail を使用してい
た米国防省職員などのメール情報が漏洩し
たことを、米国防省は認めた。詐取したパス
ワードを使って、情報が遺漏したもので、攻
撃は中国から加えられたとみられている。ロ
シア、中国ともに、インターネット設備など
に対する国家の管轄権を主張し、これに基づ
く国際条約の締結に積極的な姿勢を示して
いる。 
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